
　　　　　　　　　主　　　　文
　　　　　原判決を破棄する。
　　　　　本件を東京地方裁判所に差し戻す。
　　　　　　　　　理　　　　由
　（控訴趣意）
　本件控訴趣意は、一に掲げる書面記載の通りであり、又これに対する答弁は二に
掲げる書面記載の通りであるから、各これを引用する。
　一、　１　弁護人下飯坂潤夫名義、同大竹武七郎名義、同橋本雄彦及び同仁科哲
連名の各控訴趣意書
　２　右四弁護人各自名義、弁護人橋本雄彦、同仁科哲連名、右四弁護人連名の各
控訴趣意補充書及び弁護人橋本雄彦名義の控訴趣意補充書一部訂正申立書
　３　弁護人下飯坂潤夫名義の検察官の答弁書に対する口上書
　二、　検察官作成の答弁書及び答弁補充書
　（当裁判所の判断）
　本件控訴趣意は、原判決の不告不理の原則違反、理由のくいちがい又は理由を附
しない違法、事実誤認等を主張するものである。
　ところで、法人税法の定めによれば、法人税の課税標準たる法人の各事業年度の
所得は、その当該事業年度の総益金から総損金を控除した金額によるとされ、具体
的には各事業年度の総益金及び総損金の内容を構成する個々の益金又は損金、換言
すれば純資産の増加又は減少の原因となるべき一切の事実を法人の貸借対照表ない
し損益計算書を通じて把握し、これに税法の規定を適用して益金又は損金の算入不
算入等所定の調整を加<要旨>え、いわゆる所得計算を経て算出し得た金額が課税の
対象たる所得金額となるものであるから、法人税逋脱の</要旨>罪となるべき事実を
構成する実際の所得金額を確定するにあたつては、その前提として、当該事業年度
の総益金及び総損金の内容をなす個々の益金又は損金、すなわち純資産の増加又は
減少の原因となるべき各個の具体的事実を証拠により認定する必要がある。しかる
に、原判文によれば、原判決は、「脱税事件においては、とかく真実の取引を記録
した帳簿書類が不備なため成果計算法（損益計算書）及び財算計算法（貸借対照
表）の両方法によることができず、財産計算法だけによつて所得金額を計算するこ
とになりがちであるが、またこの方法で足りるのである。しかし、それにしても、
期首、期末の資産、負債を構成する各勘定科目について、いずれも証拠にもとづい
て確実に把握して計算しなければならないことはいうまでもない。……」としなが
ら、本件において検察官が公訴事実記載の実際の所得金額の内容として主張する修
正貸借対照表に掲げる資産及び負債に属する各勘定科目につき、「期首売掛金につ
いて……とうてい証拠によつて確実に把握して計算したものとは認めがたいのであ
る。それゆえ、当期の期末売掛金、月賦未収分商品高、棚卸商品高等についても、
いずれも問題点があるが、当期の期首売掛金にして単なる推定にとどまり、証拠に
よつて確定することができない以上、これらについてとりあげるまでもなく、本件
当期の所得金額は、結局、財産計算法によつては、計算できないことになるのであ
るが、やむをえないところである。」とし、結局前記各勘定科目についてこれを証
拠により認定することなく、卒然としてその挙示する証拠により、単に結論的に、
本件事業年度分の所得金額は、申告額たる七、八九六、一〇〇円を少くとも八、〇
〇〇、〇〇〇円以上超えていたことが認められると判示したことは、判決の理由に
くいちがいがあるか又は判決に理由を附しない違法があるものといわなければなら
ない（原判決挙示の証拠によれば、被告人Ａ及びＢ等の被告会社の従業員等が国税
局の査察及び検察官の捜査の段階において数額は別として脱税の事実そのものは終
始これを認めていたことがうかがわれるし、又右Ｂは、かつて永く税務官署に勤務
して税務に明るく、被告会社に入社後同社の経理に裏勘定があることを関係者から
かねて聞いており、本件脱税について国税局の査察があつた当時も、社長と相談の
うえ被告会社の当期利益を実際より八〇〇万円ぐらい少く見せそれだけ脱漏所得の
認定額が減るようにするため、Ｃに頼み本事業年度において数回にわたり合計八〇
〇万円を同人から借り受けた旨の虚偽の上申書を作成して国税局の係官に提出した
ことなどがあり、会社内部の経理事情にかなり通じていたことが認められるのであ
るが、そのような立場にあつた同人が検察官に対し当期の利益は二、四〇〇万ない
し二、五〇〇万円ぐらいと思うと述べたことを他の関係証拠と比照すれば、右利益
金に関する数額はあながち根拠のないものとはいい難いので、この前提に立つてＢ
が供述した前記八〇〇万円の借入を仮装した事実を考えると、原判決がその掲げる
証拠によつて少くとも八〇〇万円以上の脱漏所得があつたと認定したことは、常識



的な推測としては必ずしも是認できないものではないといい得るに過ぎない。）。
してみれば、他の控訴趣意に対して判断を加えるまでもなく原判決はこの点におい
て破棄を免れない。
　よつて、刑事訴訟法第三九七条第一項、第三七八条第四号により原判決を破棄
し、事案にかんがみ自判に適しないので、同法第四〇条本文により本件を原裁判所
に差し戻すこととし、主文の通り判決する。
　（裁判長判事　足立進　判事　栗本一夫　判事　浅野豊秀）


